
活用できる支援策

自
分
の
代
で

農
業
は
や
め
る

た
だ
、農
地
と
従
業

員
を
ど
う
す
る
か

第三者（地域の担い手）に継承 人・農地プランとは

人・農地プランの実質化の取組に積極的にご参加ください

人・農地プランの実質化

STEP
01

CASE 04

稲作を主体に父親（67歳）が経営。後継者として当てにしていた長男
（38歳）から、「家族とも相談したのだが、今の仕事を続ける」との
意思表示。
他の親族も農業を継ぐ意思がないことを確認。
農業を続ける方法を模索したが、自分の代で農業はやめることと
し、所有している農地等を今後どうしていくのか検討を開始。

＊

＊

＊

＜人・農地プラン＞
　地域の未来の設計図である「人・農
地プラン」の策定に向けた地域の話合
いに参加してください。
　話合いを通じ地域の農地利用を担う
人が明確になります。ご自身の農地をそ
の方々に引き継げるのか、外部の担い手
に依頼するのか等も話し合えます。
［→P10をご参照ください。］

親族への経営継承は断念し、農地、機械・施設、従業員（パート２名）などの資産をまとめて第三者（地
域の担い手）へ引き継ぐことを検討。
地域の担い手である農業法人の経営者とは旧知の仲で、その経営理念も賛同できるものであった
ため、資産の引継ぎを打診し、快諾を得た。

◎

◎

◎

◎

継承前の状況

継承プロセス

①準備段階

農業法人の経営者と話し合って、法人が必要な農業用機械
などの選別、取引先の情報などの継承資産を整理。
農業法人が資産を継承するための資金計画を踏まえて経営継
承計画を策定。

②経営継承計画の策定

◎経営継承計画どおりに資産を継承。
▶農地は、引き続き自己所有することとし、農地中間管理機構を通じて農業法人に貸借。
▶農業用機械は、中古市場で売却。残存耐用年数が長かったトラクターは、農業法人から
　譲渡の要望があったため、時価相当額で有償譲渡。

③経営継承の実行

＜人・農地プランの策定プロセス＞

継承後は、農業用水路の清掃や草刈など農村地域の維持活動に積極的に
参加するとともに、短期的に作業が必要な場合は受託するなど法人の取組を
サポート。

★

　農業者が話合いに基づき、地域における農業において中心的な役割を果たすこと
が見込まれる農業者（「中心経営体」といいます。）、地域農業の将来の在り方などを
明確にし、市町村が公表するものです。

地域の農業者の年代分布や後継者の有無など地域の状況が
わかるようにアンケートを実施。

＜後継者がいる方＞
地域農業の将来像を話し合って頂く中で、地域の農地のうちどの程度を引き受けるかなどを想定し、
ご自身の経営継承計画等に反映してください。
＜後継者がいない方＞
話合いを通じ地域の農地利用を担う人が明確になります。ご自身の農地をその方々に引き継げるの
か、外部の担い手に依頼するのか等も話し合えます。

令和元年度から２年間で集中的に、
地域の未来の設計図である「人・農地プラン」の実質化を次のように進めます。

地域の声を聞く

STEP
02

地域のアンケート等で把握した状況などを地図に落とし込んで
話合いに活用。

地域の状況を地図化する

STEP
03

話合いは市町村や農業委員等がコーディネーター役を務め、原
則として集落の範囲で実施。
集落の寄合いなど既にある話合いの場も活用。

５～10年後の将来、地域
の農地を誰に担ってもらう
のかを話し合う

STEP
04

原則として集落ごとに、５～10年後に農地利用を担う人を中心
経営体として定める。

話合いの結果をまとめる

人・農地プランの実質化による地域の話合いの再活性化

詳細はコチラへ→
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想
い・
技
術
を
未
来
に
つ
な
ぐ

会
社
名

現
経
営
者
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
年
齢

将
来
の
数
値
目
標
：
現
状
→（
　
）年
後
→（
　
）年
後

　
　
　
売
 上
 高
：
 

　
　
　
経
常
利
益
：

経
営
継
承
計
画
シ
ー
ト

経
営
の
方
向
性
と
継
承
方
向
の
確
認

計
画
1

項
目

現
在

１
年
目
　
　
　
　
　年
目
　
　
　
年
目
　　
　
　
年
目
　
　
　
年
目
　
　
　　
年
目
　
　
　
年
目
　　
　
　
年
目
　
　
　
年
目
　
　
　
　年
目

事業計画現経営者後継者

後継者教育持株（％）

関係者

年
齢

役
職

資
産
の
継
承

持
株（
％
）

役
職社
外

社
内
所
属

や
業
務

内
容
な
ど

周
知
予
定

理
解
状
況

持
株（
％
）

歳
歳

歳
歳

歳
歳

歳
歳

歳
歳

歳

年
齢

歳
歳

歳
歳

歳
歳

歳
歳

歳
歳

歳

売
上
高

経
常
利
益

社
内
イ
ベ
ント

そ
の
他

事
業
の
方
向
性（
経
営
ビ
ジ
ョ
ン
）：

計
画
2

後
継
者（
年
齢
）：（
　
　
歳
）　

関
係：後

継
者
の
同
意
は

得
て
い
ま
す
か
？

後
継
者
の
育
成

計
画
3

自
社
の
現
状
の
確
認

有
形
経
営
資
産

無
形
経
営
資
産

後
継
者
の
選
定

計
画
7

関
係
者
へ
の
周
知

親
族

従
業
員

取
引
先

金
融
機
関

そ
の
他

計
画
5

左
記
に
意
志
決
定
や
事
業
拡
大
の
た

め
の
部
門
の
設
立
な
どを
記
入
し
ま
す
。

会
社
の
組
織
づ
く
り

計
画
6
株
式
の
分
配

資
産
の
継
承
　
　
　
　
　
所
有
者
リ
ス
ト

具
体
的
な
対
策

現
在

（
　
　
）年
後

％％％％％％％％％％

目
標（
　
　
）年
後

％％％％％

経
営
理
念

権
 限

計
画
4

株
式
会
社
 農
業
経
営
継
承

（
農
地
所
有
適
格
法
人
、作
目
 野
菜
）

農
業
 太
郎

55

＜
法
人
所
有
＞

・
現
金
 3500万

円
・
借
入
金
 1億
円

・
生
命
保
険
 1000万

円
・
施
設（
集
荷
場
、加
工
場
、直
売
所：賃

貸
）

・
農
地
 10ha（

所
有
 2ha、賃

貸
8ha）

・
車
両
 2台
、機
械
 3台
 3000万

円

＜
個
人
所
有
＞

・自
社
株
式
 1800万

円（
60％

）
・
農
地
 4ha

自
然
に
感
謝
し
、地
域
に
貢
献
す
る
。

代
表
権
、経
営
権

・
生
産
技
術

・
顧
客：30先

・
地
域
の
信
頼（
市
内
商
工
会
メ
ン
バ
ー
、市
農
業
委
員
な
ど
）

・
契
約：農

地
賃
貸
契
約
、直
売
所
の
賃
貸
契
約
、

　
　
　銀
行
か
ら
の
借
入
れ
契
約

利
益
向
上
、販
路
の
拡
大

5
10

3億
　
　
　
4億
　
　
　
5億

3000万
　
4000万

　　
5500万

35

継
承
 次
郎

従
業
員
(入
社
12年

目
)

社
内：
年
間
作
業
工
程
管
理
、資
材
・
機
械
・

設
備
運
用
管
理
、社
員
と
の
関
係
、国

内
販
売
に
お
け
る
営
業
、販
売
員
の

選
定
、経
理
、労
務
、社
会
保
障
関
係

の
知
識
習
得

社
外：

地
域
内
で
の
交
流
(地
権
者
、地
区
団

体
）、行

政
・
農
業
内
外
団
体
へ
の
参

加
、日
本
農
業
法
人
協
会
へ
の
加
入

に
よ
る
県
内
外
の
農
業
法
人
と
の
交

流
な
ど

生
産
部
長
とし
て
葉
物
野
菜
の
エ
キ
ス
パ
ート
に
な
り
、

営
業
活
動
を
開
始
。取
引
先
訪
問
や
各
イ
ベ
ント
で
社

長
に
随
行
し
な
が
ら
社
交
経
験
を
積
み
、社
外
へ
の
対

応
経
験
を
重
ね
、最
終
的
に
社
長
とし
て
就
任
さ
せ
る
。

親
族
20%

後
継
者

20%
現
経
営
者

60%

親
族
20

現
経
営
者
60

後
継
者
20

5後
継
者

40%

現
経
営
者

60%

現
経
営
者
60

後
継
者
40

10

後
継
者

60%

現
経
営
者

40%

現
経
営
者
40

後
継
者
60

・
後
継
者
と
と
も
に
、株
の
買
取
資
金
の
準

備
に
つ
い
て
、金
融
機
関
へ
相
談
を
行
う
。

・
親
族
か
ら
株
式
を
買
い
取
る
必
要
が
あ
る

た
め
、早
期
に
後
継
者
と
親
族
と
話
し
合
う

機
会
を
設
け
る
。

・
株
式
の
買
い
取
り
価
格
を
調
べ
る
。

妻
、息
子
2人
、弟

→
家
族
会
議
で
報
告（
1年
目
）

社
内
会
議
で
報
告

→
5
年
目
、後
継
者
の
副
社
長
就
任

同
時
に
社
内
で
の
各
部
署
の
重
要
ポ

ジ
シ
ョ
ン
に
つ
か
せ
、実
績
を
積
ま
せ
る

加
工
会
社
・
小
売
・
外
食

→
営
業
な
ど
へ
の
随
時
同
行
で
紹
介

5年
目
に

取
引
金
融
機
関
幹
部
へ
の
挨
拶

地
域
・
同
業
者

→
催
事
な
ど
で
随
時
紹
介

　
3億
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
4億
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
5億

3000万
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
4000万

　　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
5500万

2　
　
　
3　
　
　
4　
　
　
5　
　
　
6　
　
　
7　
　
　
8　
　
　9　

　
　10

●
経
営
戦
略
会
議
設
立

　
　
　
　●
生
産
管
理
部
設
立
　
　
　
　
　
　
●
加
工
研
究
会
設
立

　
　
　
　●
直
売
所
拡
大

代
表
取
締
役
社
長
→

55　
　
56　

　
57　

　
58　

　
59　

　
60　

　
61　

　
62　

　
63　

　
64　

　
65

代
表
取
締
役
社
長
→

取
締
役
会
長

●
農
地
の
賃
貸
契
約
の
結
び
直
し

　
　
　
　
　
　
　
　
●
金
融
機
関
へ
相
談

60％
59.5％

→
 59％

→
 58.5％

→
 58％

→
 40％

35　
　
36　

　
37　

　
38　

　
39　

　
40　

　
41　

　
42　

　
43　

　
44　

　
45

生
産
部
長
→

取
締
役
→

副
社
長
→

代
表
取
締
役
社
長
→

●
経
理・労

務・社
会
保
障
関
係
の
知
識
習
得

　
　
　
　
●
経
営
戦
略
会
議・取

締
役
会
参
加

　
　
　
　
●
各
部
署
の
責
任
者
ポ
スト
を
経
験

●
諸
会
合
へ
の
参
加（
代
行
）

　
　
　
　
　
●
専
門
機
関
で
の
経
営
研
修
プ
ロ
グ
ラ
ム
受
講

　
　
　
　
　
●
専
門
商
社
で
の
短
期
イ
ン
タ
ー
ン

●
取
締
役
会
の
仕
切
り

●
経
営
判
断
の
補
佐

20％
40％

→
 40.5％

→
 41％

→
 41.5％

→
 60％

●
親
族
か
ら
の
買
取

　
　
　
　
　
　
●
現
経
営
者
か
ら
の
贈
与
・
買
取

家
族
会
議

催
事
同
行
開
始

営
業
同
行
開
始

金
融
機
関
へ
の
挨
拶

社
内
会
議
・
従
業
員
等
へ
の
報
告

弟
20％

→
0％

詳細はコチラ→




